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平成１７年度業務実績評価調書：海技大学校 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成１７年度計画    

１．業務運営の効率化に関する目 

標を達成するためとるべき措置 

（1）組織運営体制の効率化の推 

進 

・教育課程を再編し、養成定員 

を 50％程度に抑制。 

・組織の簡素化並びに教官等の 

弾力的な配置。 

 

 

 

 

 

・効率的な業務運営が図られ

る組織体制を充実・強化。

３ 

 

 

 

 

 ・Ｈ１６年度に実施した組織体制の

改正により、ワーキンググルー

プ、各種委員会と連携を図り効率

的な業務運営が行われている。 

平成１７年度の養成定員は中期

計画どおり平成１２年度定員の

５０．７％８６９名に抑制されて

いる。 

 

 

 

（２）人材の活用の推進 

  ・20 名以上の人事交流。 

 

 

・３名程度の受け入れ、３名

程度を派遣。 
３ 

 

 ・年度計画どおり、国土交通省、独

立行政法人航海訓練所及び海員

学校から４名を受け入れ、３名を

派遣し人事交流が図られている。
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（３）業務運営の効率化の推進 

・効果的な教育機材の導入３件 

程度 

 

・ 主 要 教 育 機 材 の 稼 働 率 を

30 ％向上。 

 

 

・教育施設等の効率的な運用を

図るため社会ニーズへ柔軟に

対応。 

 

 

・シミュレータ船員訓練シス

テム教材を充実させ、実務

的教育の向上に努める。 

 

 

 

 

・船社等からの委託研修を整

理しさらに推進し、社会ニ

ーズに柔軟に対応。 

 

４ 

 

 ・船舶の技術革新に対応させるため

レーダ・ＡＲＰＡシミュレータに

タグボートのシミュレーション

機能を追加、操船シミュレータ用

海域データの充実、機関解放整備

用教材の充実を図り、実務教育の

向上が図られている。 

 ・社会ニーズに柔軟に対応するた

め、内外航船社等にアンケートを

実施し調査結果を研修内容に反

映している。 

 ・主要機材の稼働率は平成１２年に

比べ６７％向上している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 主要機材の稼働率の向上は

顕著であり、また目標値を上回

っており評価できる。 

・施設管理業務等の外部委託。 

 

 

 

・書類等のペーパーレス化等。 

 

 

 

・一般管理費を２％程度抑制。 

 

・本校宿日直業務の外部委託

について費用対効果等の観

点から業務運営の効率化を

図る。 

・内部ホームページの充実等

により各種会議及び委員会

の報告並びに書類のペーパ

ーレス化を促進。 

 

 

３ 

 ・本校宿日直業務を外部委託してい

る。 

 

 

・内部ホームページをバージョンア

ップし、職員の利便性を図り書類

等のペーパーレス化を図ってい

る。 

・一般管理費を２％削減した予算に

おいて業務運営を遂行している。
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２．国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

（ 1 ） 船 員 に 対 す る 教 育 の 実 施 

に関する計画 

 ①海技士科 

・船員が受講かつ卒業しやすい 

受講制度を確立。 

・実務的教育の充実。 

・課程の廃止（２課程）。 

・養成定員の見直し（２課程）。 

・入学資格の緩和（３課程）。 

 

 

 

 

 

 

①海技士科 

・受講者の便宜を踏まえた受

講制度の運用を図り、海技

資格取得のための効果的な

サポート体制を強化。 

３ 

 

 

 

 

 

 

・Ｈ１６年度から開始した分割受講

制度の受講者の増加が図られて

いるとともに、資格取得に関して

在寮期間の延長、図書館利用時間

の延長、個人指導の実施等、効果

的な資格取得のサポート体制が

構築されている。 

 

 

②三級海技士科第四 

・海技士科から海上技術科とし 

て分離独立。 

・情報技術教育及び実務教育の 

充実等教育内容を改善。 

・船員教育機関との連携強化に 

よる一貫した指導。 

 ・海事関係企業への就職率を7 

0％以上。 

 

 

 

 

 

・船員教育機関との連絡会議

を年２回程度開催。 

・海事関連企業への就職率を

７０％以上。 

４ 

 

 

 

 

 

 ・船員教育機関との連絡会議が５回

開催されている。 

 ・船社等約１９０社を訪問し就職先

の開拓及び情報収集に努め、海事

関連企業への就職率は９０．６％

で目標値を上回っている。 

 

 

 

 

 

 海事関連企業への就職率は

目標値を大きく上回っており

評価できる。 
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③講習科 

・課程の廃止（７課程）。 

・養成定員の見直し（５課程）。 

・課程の拡充（シミュレータ課 

程）。 

 

 

・養成定員の見直し（２課程）。

・養成定員の見直し、教育内

容の改善及びインストラク

ターの養成（シミュレータ課

程）。 

 

３ 

 

 

・若年船員養成課程、技術協力課程

初級、シミュレータ課程の定員が

見直されている。 

・シミュレータ課程については、イ

ンストラクターを２８名養成し、

シミュレータ教育訓練ユーザー

評価委員会の意見を教育内容に

反映している。 

 

 

 

 

 

 

  

 
④ 

・海運政策、船員政策遂行並び

に社会ニーズの変化に柔軟

に対応できるよう各科の教

育課程及び教育内容を見直

し。 

・現行課程で対応できない場合 

は委託研修課程等、新たな課

程の設置。 

 

 

・海技士科三級海技士専攻科

（航海）及び（機関）の円

滑な実施。 

 

・委託研修課程の充実。 

 

３ 

 

 

 ・三級海技士専攻科（航海）に１名

の入学者を受け入れ課程を円滑

に実施している。 

 

 ・強制水先区における航海実歴回数

軽減のための操船シミュレータ

（ＰＥＣ）講習を開始している。

 

  ⑤通信教育科 

・養成定員の見直し。 

・船員の特殊性を考慮し、イン

ターネットを活用した通信

教育の充実。 

・効果的運営の検討。 

 

 

 

・インターネットを活用した

学生との連絡や応募の実

施。 

・夏期休暇等を利用できるス

クーリングの実施。 

・インターネットを活用し

た 教 材 そ の 他 の コ ン テ

ン ツ の 編 纂 ・ 提 供 を 実

施。 

 

３ 

 

 

 ・インターネットを活用した学生と

の連絡や募集が実施されている。

 

 ・夏期休暇を利用したスクーリング

が実施されている。 

・海技大学校ＨＰ内に学生専用ペー

ジを開設して自学自習に有効な

教材等をオンラインで提供して

いる。 
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⑥ 

・国家試験の合格率が 85％以 

上。 

 

・学生に対する模擬試験や個別 

指導を行う。 

 

 

・国家試験の合格率が８５％

以上。 

 

・学生に対する模擬試験や個

別指導の充実・強化。 

４ 

 

 ・国家試験の合格率は９７．５％で

あり、目標値を達成している。 

・学生に対し模擬試験を実施し、個

別指導の充実、強化に努め合格率

の向上を図っている。 

 

 

 国家試験の合格率は、目標値

を大きく上回っており評価で

きる。 

⑦ 

・船員訓練シミュレータ等の教 

育機材の整備。 

 
 

 

・船員訓練シミュレータ等の

教育機材の整備。 

３ 

 

・レーダ・ＡＲＰＡシミュレータに

タグボートのシミュレーション

機能を追加、操船シミュレータ用

海域データの充実、機関解放整備

用教材の充実が図られている。 

 

 

⑧ 

・研修計画の策定。 

・10 件以上の研修を実施 

 
 

 

・研修計画を策定。 

・乗船研修を２件以上実施。 ４ 

 

・外航及び内航船舶における乗船研

修計画を策定し、７件１１名の乗

船研修を実施している。 

 

 

 乗船研修については、教官の

知識の向上を図るとともに、目

標値を大きく上回っており評

価できる。 

⑨ 

・自己評価体制の構築。 

 

 

 

 

・学生による授業評価等の教育 

評価の実施。 

 

 

・自己評価体制の充実に向け

て、内部評価委員会、ユー

ザーモニター会議及びシミ

ュレータ教育訓練ユーザー

評価委員会の活用。 

・学生による授業評価等の教

育評価体制を強化し、その

結果を教育内容や教育方法

の改善・改革にフィードバ

ック。 

 

３ 

 

・ユーザーモニター会議を開催し、

外部からの評価、意見を業務に反

映させている。 

 

 

・授業評価手法委員会による学生ア

ンケート及び授業公開の実施に

より、教育内容、教育方法の改善、

改革に努めている。 
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（２）研究の実施 

  ① 

・船舶の運航、船員教育の分野 

で組織的に研究計画を策定。 

・50 件以上の研究及び１０件 

程度の共同研究を実施。 

 

 

 

・Ｈ１７年度研究計画に基づ

き、年度中に重点研究２件、

一般研究１０件及び共同研

究を２件程度実施。 

 

３ 

 

 

・平成１７年度研究計画を策定し、

重点研究２件、一般研究１８件が

実施されている。 

・外部からの研究４件を受託してい

る。 

 

 

 

② 

・研究全般に関する評価体制の 

確立及び研究活動の充実。 

 

 

・社会ニーズ、緊急性、海技

大学校独自の設備に応じて

研究計画を策定。 
３ 

 

 ・「独立行政法人海技大学校研究業

務評価要領」に基づいて、平成１

６年度研究業務に対する自己評

価を行い、その結果を平成１８年

度研究計画策定にフィードバッ

クしている。 

 

（３）成果の普及・活用促進 

・研修員の受入れ 20 名程度。 

・船員教育専門家の派遣５名程 

度。 

 

・関係委員会へ派遣 70 名程度。 

 

 

・研修員の受け入れ４名程度。

   

 

 

・関係委員会へ派遣１５名程

度。 

 

３ 

 

 ・研修員の受け入れ３名、船員教育

専門家の派遣２名であり目標値

をほぼ達成している。 

 ・関係委員会へ４３名が派遣されて

いる。 

 

 

・論文発表及び学会発表等の実 

施。 

 

・研究報告書の作成。 

・５件程度の論文発表又は国

際学会発表。 

 

・５件程度の国内学会発表 

・研究報告書の作成。 

 

３ 

 ・実績は、論文発表及び国際学会発

表２０件、国内学会発表４件であ

り、目標値をほぼ達成している。

また、海技大学校研究報告書が作

成発行されている。 
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・インターネットのホームペー

ジを開設して研究成果並び

に船員教育に関する情報を

外部へ公表。 

 

・インターネットのホームペ

ージを活用し、研究成果並

びに船員教育に関する情報

を外部に公表。 
３ 

 ・Ｈ１６年度研究成果、Ｈ１７年度

研究計画等をホームページに掲

載し、外部に公表している。 

 

（４）海事思想普及等に関する業 

務 

・練習船海技丸を利用した体験 

航海、校内施設見学会及び公

開講座等を年５回程度開催。 

 

・市民との交流による施設の有 

効利用。 

 

 

 

・練習船海技丸を利用した体

験航海、校内施設見学会、

公開講座及び特別講演会を

年５回程度開催。 

・地方自治体及び各種団体と

の連携を強化し、各種行事

への協力及び共同開催を図

り、本校施設の有効利用。

３ 

 

 

 ・練習船海技丸を利用した体験航

海、校内施設見学会及び公開講座

等を目標どおり合計５回開催し

ている。 

・各関係機関及び各種団体等との連

携を図り海事思想の普及に努め

るとともに、ソフトボール大会、

国際スポーツフェスティバル等

を通じ市民との交流を図ってい

る。 

 

 

 

３．予算、収支計画及び資金計画 

（１）自己収入の確保 

・受託収入等による自己収入の

確保。 

 

（２） 

・授業料を４．０３％、寄宿

料を８．２４％値上げ 

・受託料収入等による自己収

入の確保。 

３ 

 

 

 ・計画どおり授業料、寄宿料の改定

が実施されている。 

 ・Ｈ１７年度自己収入は、14,965

万円を確保し、平成１６年度比１

２％増加している。 

 

 

 

 

 

 

（２）予算、収支計画及び資金計画 

・予算 

・収支計画 

・資金計画 

 

 

・年度計画参照 

・年度計画参照 

・年度計画参照 

 

３ 

 

 ・計画に従い適切に執行されてい

る。 
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４．短期借入金の限度額 

・限度額 ２００百万円。 

 

・限度額 ２００百万円。 ― 

 

※平成１７年度は該当なし。 

 

 

５．重要財産の処分計画 

・なし 

 

 

・なし 

 

― 

 

※平成１７年度は該当なし。 

 

６．剰余金の使途 

・施設・設備等の整備。 

・研究調査費。 

 

― ― 

 

 

※平成１７年度は該当なし。 

 

７．その他主務省令で定める業務運  

営に関する事項 

（１）施設・設備に関する計画 

・本校学生寮空調設備更新等。 

・児島分校空調設備新設等。 

 

 

 

 

・なし 

― 

 

 

 

※平成１７年度は該当なし。 

 

 

（２）人事に関する計画 

  ①方針 

・教育課程の再編に柔軟に対応 

した職員の配置。 

・教育効果の向上に努めつつ、 

人員を抑制。 

  ②人員に係る指標 

・期末の常勤職員数を期初の９ 

４％とする。 

 

 

 

・業務運営の効率化をはかる

ため今後の人員抑制に関す

る基本的な姿勢について更

に検討を深める。 

 

３ 

 

 

 ・定年退職者等の後補充を行わず人

員の抑制に努め、Ｈ１７年度期末

の常勤職員数は８０名、中期計画

期初の９４％となり中期目標を

達成している。 

 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 
 
 

 
平成１７年度業務実績評価調書：海技大学校  

総合的な評定 
 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

 
極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由 

 

○  
  各項目の合計点数＝７０ 

 項目数（２２）Ｘ３＝６６ 

 下記公式＝１０６％ 

＜記入要領＞ 
・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 

○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には、「極めて順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には、「順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には、「概ね順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には、「要努力」とする。 

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。 

 
 

総 合 評 価 
 
（法人の業務の実績） 

シミュレータ船員教育システム教材を充実し、実務教育の質の向上が図られているとともに、その稼働

率についても向上している。 
海事関連企業への就職率や国家試験の合格率をはじめ、その他の数値目標についても、目標が達成され

それぞれの数値目標を大幅に超える実績を上げていることについて評価できる。 
 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

特になし 

（その他推奨事例等） 

平成１７年４月から船員職業安定法の改正にともない、無料船員職業紹介所として届け出を行い、船員

の教育機関として、離職後入学した学生や卒業後離職した船員に就職の紹介を実施できる体制を整えたこ

とについては、今後、船員不足が見込まれる現状において評価できる。 

また、講習科について内航、外航業界のニーズに対応して養成定員、課程内容の見直しを行った結果、

シミュレータ課程において充分な成果を上げていることは評価できる。 

 


